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本書で取り上げた事例一覧

第1部	 令和６年度（2024年度）の小規模事業者の動向
※第1部は中小企業庁ウェブサイトにて掲載

第１章　中小企業・小規模事業者の動向
事例 企業名等 所在地 事例 掲載ページ

1-1-1 タヤマスタジオ株式会社
岩手県
盛岡市

伝統工芸の技術継承と人材育成にAIを活用して
いる企業

Ⅰ-66

1-1-2 株式会社行田製作所
群馬県
高崎市

積極的な省力化投資で作業工程を自動化し、業
務効率化と賃上げを実現した企業

Ⅰ-67

1-1-3 株式会社倉岡紙工
熊本県
嘉島町

「身の丈DX」により、生産性向上と職場環境改
善を実現した企業

Ⅰ-74

1-1-4 株式会社広島メタルワーク
広島県
広島市

同じ課題を持つ他社と連携したDXで生産性向上
を実現した企業

Ⅰ-75

1-1-5 ウエタックス株式会社
新潟県
上越市

ニッチ分野で研究開発と競争力強化に努め、価
格決定力を高めている企業

Ⅰ-84

1-1-6 有限会社岡三屋
福井県
若狭町

自社の強みを踏まえた適正な価格設定により、
業績改善を実現した企業

Ⅰ-85

1-1-7 株式会社千成亭風土
滋賀県
彦根市

省力化投資や価格転嫁により利益体質を強化し、
賃上げを実現している企業

Ⅰ-105

1-1-8 株式会社奈留島運輸
長崎県
五島市

島民の生活を守るために「サプライチェーン事
業承継」に取り組んだ企業

Ⅰ-117

第２章　中小企業・小規模事業者に求められる共通価値
事例 企業名等 所在地 事例 掲載ページ

1-2-1 備前発条株式会社
岡山県
岡山市

GXへの自発的な取組で、従業員の意識向上と事
業拡大を実現している企業

Ⅰ-135

1-2-2 株式会社山翠舎
長野県
長野市

古木と古民家を活用した新規事業でサーキュ
ラーエコノミー実現に取り組む企業

Ⅰ-143

1-2-3 株式会社光響
京都府
京都市

経済安全保障対策としての輸出管理により事業
基盤の強化に取り組む企業

Ⅰ-150

1-2-4 雪ヶ谷化学工業株式会社
東京都
品川区

サプライチェーン上の人権侵害リスクに対処し、
SDGs経営に取り組む企業

Ⅰ-151

1-2-5 アイ・エム・マムロ株式会社
山形県
真室川町

BCP策定の取組を、災害対策だけでなく平時の
事業強化にもつなげている企業

Ⅰ-156
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第２部	 �経営力を高める小規模事業者の持続的発展と�
地域貢献

第１章　持続的発展に向けた経営力の向上
事例 企業名等 所在地 事例 掲載ページ

2-1-1 有限会社川崎商店
岐阜県
大垣市

自社の強みをいかせる商品に全力投球し、固定
客の獲得につなげている企業

Ⅱ-24

2-1-2 株式会社まつえペイント
島根県
松江市

業界の常識を覆す製品開発で他社との差別化を
行い、需要を獲得している企業

Ⅱ-25

2-1-3 江本手袋株式会社
香川県
東かがわ市

高度な職人技術をいかしたオーダーメイド製品
を開発し、持続的発展する企業

Ⅱ-26

2-1-4 株式会社こしき
宮城県
大崎市

地域の伝統を維持するため、新商品の開発や販
路の開拓を行い、新たな顧客層にアプローチし
ている企業

Ⅱ-46

2-1-5 やんばる酒造株式会社
沖縄県
大宜味村

地元事業者と連携し、全国に地域の魅力を発信
することでファンを獲得し、販路を拡大してい
る企業

Ⅱ-47

2-1-6 I-OTA合同会社
東京都
大田区

「仲間まわし」により新たな需要を獲得するプロ
ジェクト型共同受注体

Ⅱ-48

2-1-7 ミノル製作所株式会社
新潟県
燕市

不足していた社内の人的リソースを、副業・兼
業人材を活用することで補い、売上拡大につな
げている企業

Ⅱ-60

2-1-8 株式会社菊陽タクシー
熊本県
菊陽町

同業者と経営資源を集約することで外部環境の
変化を乗り越え、人材不足に対応し、持続的発
展する企業

Ⅱ-61

2-1-9 自由創作みがと居座屋
青森県
青森市

支援機関を活用した適切な財務分析と販売方法
の見直しにより、収益改善した企業

Ⅱ-67

2-1-10 大福輸送株式会社
埼玉県
さいたま市

社員に合わせた ITツールによるデジタル化で持
続的発展につなげている企業

Ⅱ-73

2-1-11 曲げわっぱ工房 E08
秋田県
大館市

顧客の声に応えるべく、支援機関と綿密な事業
計画を立てて創業した企業

Ⅱ-92

2-1-12 株式会社いとしのいとしま
福岡県
糸島市

支援機関と共に経営計画を策定・運用し、持続
的発展をする企業

Ⅱ-93

2-1-13 株式会社アウテック松坂
愛知県
刈谷市

災害時等の事業継続力を高めるため、連携事業
継続力強化計画を支援機関と共に策定した企業

Ⅱ-94

2-1-14 株式会社藤川石油
北海道
豊浦町

事業承継で地域への思いを受け継ぎ、地域住民
の生活や産業を支え続ける企業

Ⅱ-127

2-1-15 宇治市
京都府
宇治市

支援機関と有機的に連携し、持続的な創業支援
コミュニティ構築に取り組む地方公共団体

Ⅱ-128

2-1-16 遠賀屋糀こめのはな
福岡県
遠賀町

地元産品をいかした特産品を開発し、海外を含
めた市場開拓に取り組む企業

Ⅱ-133

2-1-17 有限会社大望閣
佐賀県
唐津市

地域資源を活用し、売上げを拡大するとともに
地域の発展に貢献している企業

Ⅱ-134
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2-1-18 移動販売車「だんだん号」
島根県
雲南市

移動販売車で地域の買物困難者に寄り添い、日々
の暮らしを支える企業

Ⅱ-142

第２章　支援機関の支援力強化
事例 企業名等 所在地 事例 掲載ページ

2-2-1 坂東市商工会
茨城県
坂東市

既存業務の「改善」による業務効率化と職員の
即戦力化に取り組む支援機関

Ⅱ-177

2-2-2 岐阜県商工会連合会
岐阜県
岐阜市

職員の支援力の可視化等により、支援の質の向
上に取り組む支援機関

Ⅱ-178

2-2-3 川口商工会議所
埼玉県
川口市

各機関の強みをいかした有機的な連携体制を組
み、支援成果を出す支援機関

Ⅱ-194

2-2-4 日高経営支援センター

和歌山県
由良町、
日高町、
美浜町、
印南町、
みなべ町

広域連携組織で、効率的・効果的に地域企業の
経営支援に取り組む支援機関

Ⅱ-195
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本書で取り上げたコラム一覧

第1部	 令和６年度（2024年度）の小規模事業者の動向
※第1部は中小企業庁ウェブサイトにて掲載

第１章　中小企業・小規模事業者の動向
コラム タイトル 掲載ページ

1-1-1 外部環境の変化がもたらし得る企業収益への影響 Ⅰ-17

1-1-2 中小企業金融の現状 Ⅰ-21

1-1-3 ローカルベンチマークの活用 Ⅰ-25

1-1-4 新規輸出１万者支援プログラム Ⅰ-30

1-1-5 テキストデータを活用した景気判断と消費動向変化の把握 Ⅰ-36

1-1-6 中小企業における生産性向上に向けた投資支援策（IT導入補助金、省力化投資補助金） Ⅰ-76

1-1-7 企業規模別・業種別に見た価格転嫁の状況 Ⅰ-86

1-1-8 パートナーシップ構築宣言に関する取組状況 Ⅰ-92

1-1-9 団体協約制度 Ⅰ-96

1-1-10 事業承継税制 Ⅰ-118

1-1-11 アトツギ甲子園と後継者支援の裾野拡大 Ⅰ-120

1-1-12 サプライチェーン事業承継 Ⅰ-124

第２章　中小企業・小規模事業者に求められる共通価値
コラム タイトル 掲載ページ

1-2-1 中小企業のGXに向けた支援の取組 Ⅰ-136
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第２部	 �経営力を高める小規模事業者の持続的発展と�
地域貢献

第１章　持続的発展に向けた経営力の向上
コラム タイトル 掲載ページ

2-1-1 小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）の策定について Ⅱ-13

2-1-2 地域経済分析システム（RESAS）を活用した自社の経営環境分析 Ⅱ-30

2-1-3 地域にかがやく　わがまち商店街表彰 2024 Ⅱ-104

2-1-4 地方公共団体（自治体）による事業承継支援 Ⅱ-114

2-1-5 地域の社会課題解決企業支援のためのエコシステム Ⅱ-143

第２章　支援機関の支援力強化
コラム タイトル 掲載ページ

2-2-1 よろず支援拠点について Ⅱ-179

2-2-2 ミラサポコネクト構想について Ⅱ-196
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本文を読む前に（凡例）

１　�この報告の中で、中小企業とは、中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」をい
う。また、小規模事業者とは、同法同条第５項の規定に基づく「小規模企業者」をいう。さらに、
中規模企業とは、「小規模企業者」以外の「中小企業者」をいう。「中小企業者」、「小規模企業者」
については、具体的には、下記に該当するものを指す。なお、集計・分析において具体的な定義を
示している場合等は、その定義に準ずる。

業　種
中小企業者（下記のいずれかを満たすこと） うち小規模企業者

資本金 常時雇用する従業員 常時雇用する従業員

① 製造業・建設業・運輸業 
その他の業種（②～④を除く）※ 3億円以下 300人以下 20人以下

②卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下

③サービス業※ 5,000万円以下 100人以下 5人以下

④小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下

※下記業種については、中小企業関連立法における政令に基づき、以下のとおり定めている。

【中小企業者】

①製造業
・ゴム製品製造業（一部を除く）：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員900人以下
③サービス業
・ソフトウェア業・情報処理サービス業：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員300人以下
・旅館業：資本金5,000万円以下又は常時雇用する従業員200人以下

【小規模企業者】

③サービス業
・宿泊業・娯楽業：常時雇用する従業員20人以下

２　�この報告では、一般に公表されている政府の統計資料を再編加工したものや民間諸機関の調査等を
主として利用した。資料の出所、算出方法、注意事項等についてはそれぞれの使用箇所に明記して
ある。なお、この報告でいう「再編加工」とは、各統計調査の調査票情報等を中小企業庁で独自集
計した結果であることを示す。

３　�中小企業・小規模事業者に関する統計を見ていく場合、中小企業・小規模事業者は大企業と異な
り、指標によっては企業間のばらつきが大きいため、平均値は中小企業・小規模事業者の標準的な
姿を代表していない可能性があることに注意を要する。
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４　各統計値については、過去分にわたって更新される可能性がある。

５　この報告に掲載した我が国の地図は、我が国の領土を包括的に示すものではない。
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中中小小企企業業白白書書・・小小規規模模企企業業白白書書ににつついいてて

・中小企業白書は、中小企業基本法に基づく年次報告。 年版で 回目。

・小規模企業白書は、小規模企業振興基本法に基づく年次報告。 年版で 回目。

● 中中小小企企業業基基本本法法（（抄抄））

（年次報告等）

第 条 政府は、毎年、国会に、中小企業の動向及び政府が中小企業に関して講じた

施策に関する報告を提出しなければならない。

２ 政府は、毎年、中小企業政策審議会の意見を聴いて、前項の報告に係る中小企業

の動向を考慮して講じようとする施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提

出しなければならない。

● 小小規規模模企企業業振振興興基基本本法法（（抄抄））

（年次報告等）

第 条 政府は、毎年、国会に、小規模企業の動向及び政府が小規模企業の振興に関

して講じた施策に関する報告を提出しなければならない。

２ 政府は、毎年、中小企業政策審議会の意見を聴いて、前項の報告に係る小規模企

業の動向を考慮して講じようとする施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に

提出しなければならない。

● 中中小小企企業業・・小小規規模模事事業業者者のの企企業業数数、、従従業業者者数数、、付付加加価価値値額額

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス 活動調査」再編加工
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中中小小企企業業白白書書・・小小規規模模企企業業白白書書ににつついいてて 

・中小企業白書は、中小企業基本法に基づく年次報告。2024年版で 61回目。 

・小規模企業白書は、小規模企業振興基本法に基づく年次報告。2024年版で 10回目。 

  

● 中中小小企企業業基基本本法法（（抄抄））  

（年次報告等）  

第十一条  政府は、毎年、国会に、中小企業の動向及び政府が中小企業に関して講

じた施策に関する報告を提出しなければならない。  

２政府は、毎年、中小企業政策審議会の意見を聴いて、前項の報告に係る中小企業の

動向を考慮して講じようとする施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出

しなければならない。 

 

● 中中小小企企業業基基本本法法上上のの中中小小企企業業のの定定義義  

中小企業 うち
小規模事業者

業種 資本金 または 従業員 従業員
製造業
その他 3億円以下 300人以下 20人以下

卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下 5人以下

小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下
 

 

企業数(2016年)
  

従業者数(2016年)
  

付加価値額(2015年)
 

中小企業は全企業の 99.7%      中小企業の従業者は全体の約 70%   中小企業の付加価値は全体の約 53% 

小規模事業者
約1,044万人
(22.3%)

中規模企業
約2,176万人
(46.5%)

大企業
約1,459万人
(31.2%)

 

 

小規模事業者
約304.8万者
(84.9%)

中規模企業
約53.0万者
(14.8%)

大企業
約1.1万者
(0.3%)

小規模事業者
約35.7兆円
(14.0%)

中規模企業
約99.4兆円
(38.9%)

大企業
約120.5兆円
(47.1%)

大企業
約110.1兆円
（44.0％） 中小企業

約140.1兆円
（56.0％）

うち小規模事業者
約36.4兆円
（14.5％）

中小企業の付加価値額は全体の約56％

大企業
約1,438万人
（30.3％）

中小企業
約3,310万人
（69.7％）

うち小規模事業者
約973万人
（20.5％）

中小企業の従業者数は全体の約70％

大企業
約1.0万者
（0.3％）

中小企業
約336.5万者
（99.7％）

うち小規模事業者
約285.3万者
（84.5％）

中小企業は全企業の約99.7％

付加価値額（2020年）従業者数（2021年）企業数（2021年）
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